
1 

 

平成平成平成平成のののの治安維持法治安維持法治安維持法治安維持法「「「「人権侵害救済法人権侵害救済法人権侵害救済法人権侵害救済法」」」」がががが成立成立成立成立しようとしていますしようとしていますしようとしていますしようとしています    

参考：民主党 人権侵害救済法案解説 http://bit.ly/npzHfh 

何何何何もももも喋喋喋喋れないれないれないれない恐怖恐怖恐怖恐怖のののの社会社会社会社会へへへへ（国会法改正案まとめ http://bit.ly/iSISW4 より抜粋）    

あの人権擁護法案がより凶悪になって帰ってきた、恐怖の民主党案「人権侵害救済法案」！ 

「人権擁護をタテマエに言論統制が可能になる」という危険な性質のものである。 

これが成立した場合、自称被差別者を中心に組織される２万人の人権擁護委員と人権委員会による強

権行使が可能になる。 

この人権保護法案は、「人権委員会」という組織にその法律の執行を任せているが、 

 

そのそのそのその権限権限権限権限がががが．．．．．．．．．．．．    

    

1)1)1)1)人権侵害人権侵害人権侵害人権侵害かどうかのかどうかのかどうかのかどうかの基準基準基準基準をををを、、、、人権委員会人権委員会人権委員会人権委員会がががが決決決決めめめめ（（（（立法的行為立法的行為立法的行為立法的行為））））    

2)2)2)2)人権人権人権人権をををを侵侵侵侵したおそれのあるしたおそれのあるしたおそれのあるしたおそれのある人物人物人物人物をををを摘発摘発摘発摘発・・・・家宅捜査家宅捜査家宅捜査家宅捜査しししし((((行政的行為行政的行為行政的行為行政的行為))))    

3)3)3)3)人権人権人権人権をををを侵侵侵侵したとしたとしたとしたと目目目目されるされるされるされる人物人物人物人物へのへのへのへの科料科料科料科料・・・・社会的制裁社会的制裁社会的制裁社会的制裁をををを加加加加えるえるえるえる((((司法的行為司法的行為司法的行為司法的行為))))    

 

問題点 

•  1)国籍条項がない。（北朝鮮の工作員でも人権擁護委員になれる）※国民の批判をかわすた

め選挙権を持つ者に限定しましたが、外国人参政権が認められれば同じことです。また、反

日教育を受けた外国人などが日本人を訴えることは十分可能です。 

•  2)人権の定義が非常に曖昧で恣意的な解釈が可能。（心的外傷後ストレス障害でもなんでも

因縁をつけられる） 

•  3)人権擁護委員の選定方法と基準が曖昧。 

•  4)人権委員の資格条件が"特定の政治目的を持って活動する者"に都合が良い。 

•  5)冤罪の救済が明記されていない。（言いがかりをつけられた無実の人が救済されない） 

•  6)家宅捜査、差し押さえの権利の濫用の可能性がある。（令状令状令状令状がががが要要要要らないらないらないらない、、、、土足で踏み

込める） 

•  7)人権擁護委員を監査する機関が存在しない。（自己チェック機能がないので暴走する） 

•  8)人権擁護委員が持つ権力が大きく、実質法の下ではなく上に存在する。（三権から独立し

ている） 

•  9)言葉狩りを生む危険性がある。 

•  10)国家転覆活動歴のある者を排除する欠格条項がわざわざ削除された。（殺人鬼の日本赤軍

でも人権擁護委員になれる） 

この法案の活動記録は公表されないそうなので、この法案を故意に悪用した方法をとっても世間に公

表されることなく、特に差別発言してない人達にも被害が及ぶ可能性は十分にあるわけです。    

政府・民主党は、不当な差別や虐待で人権侵害を受けた被害者の救済を目的とする「人権侵害救

済法案」を次期臨時国会に提出する方針を固めた。（2011 年 5 月 12 日  読売新聞） 

http://bit.ly/krHWpV 
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人権侵害救済法人権侵害救済法人権侵害救済法人権侵害救済法 Q&A 

Q:人権を守るんだから問題ない 

A:例えば民主党の政策を批判することも、人権侵害として取り締まる事ができてしまいます。 

問題はそれを判断するために作られる「新機関」の権限の強さ、人選の不透明・曖昧さ、人数です。 

Q:差別の基準は？ 

A:差別かどうかを判断するのが新たに設置される人権委員会ですので彼らが勝手に決めれます 

正当な批判さえもが差別として恣意的に弾圧できるようになる恐れがあります。 

Q:そんなん成立するわけがない。マスコミが反対する。 

A:報道機関の取材規制せずとしているので懐柔されている可能性があります。 

Q:問題が起きてからなんとかすればいいだろ。 

A:一度可決されてしまうと、相当な時間をかけないと廃案にはなりません。 

成立してしまうと反対する人間が根こそぎいなくなってしまう可能性があります。 

Q:どうすればいい？ 

A:行動してください。議員に訴えるとか、反対の声を上げてください。 

メールより葉書、電話がお勧めです。後はとにかく人に知らせてください。 

 

意見例：（あくまで参考なので、自由に考えていただいて結構です。また、地元選出の議員に意見す

るとより効果的です） 

件名 人権侵害救済法に反対していただくようお願いいたします 

本文 人権侵害救済法は、人権侵害の定義があいまいで恣意的な運用がなされる危険性が極めて高い、

令状なしで家宅捜索ができるため憲法違反である、人権擁護委員を日本国籍を持つ者に限定していな

い、人権委員会の罷免手続がない、名誉回復手段がないなど、多くの問題があります。 

 もしこの法案が成立すれば、公権力による「言論弾圧」「言葉狩り」がおこなわれ、また相互監視

社会や密告社会が形成されていく危険性が高まり、誰がいつ訴えられるかも分からない状況に置かれ

るため、国民の表現の自由を著しく脅かすことになります。誰もこのような社会に住みたいとは思い

ません。このような法律を作らなくても既存の法律で十分対処できる場合がほとんどで、例外的な場

合には必要に応じて個別の法律で対処することが十分可能なはずです。 

 また、マスコミに対する規制を外せばマスコミから反対意見が出なくなるため早期成立の可能性が

高まりますが、むしろマスコミのような巨大企業の人権侵害こそ程度も深刻なためなんらかの対策が

望まれることを考えると、一般人のみを強力な規制のもとに置くという措置は法案の趣旨にも反して

おり、著しく妥当性や公平性を欠いていると言えます。 

このように人権侵害救済法にはあまりにも多くの問題点があり、人権を守るという趣旨を逸脱し

ているため、反対していただくようお願いいたします。 

意見の宛先：電話／ＦＡＸ／送信フォーム 

・民主党 03-3595-9988／03-3595-9961／http://bit.ly/1AGKdB 

・自民党 03-3581-6211／03-5511-8855／http://bit.ly/ln1jQE 

・公明党 03-3353-0111／03-3225-0207／http://goo.gl/8Uelu 

・社民党 03-3580-1171／03-3580-0691／http://bit.ly/jzKX5f 

・共産党 03-3403-6111／03-5474-8358／info@jcp.or.jp 

・議員検索：民主党 http://bit.ly/mQYq0J 自民党 http://bit.ly/jkfPPh 

 

参考資料：マンガ「何これ？人権侵害救済法案」http://bit.ly/oZhwV3 

民主党の支持団体 http://bit.ly/mgUghI 

このお知らせは特定の政党・団体等とは関係ない個人が作成したものです。 


